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「新庁舎周辺配水管布設替工事」

本工事は、徳島県土木工事共通仕様書及び水道工事

標準仕様書（日本水道協会）に準拠完成するものとする。
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特記仕様書 

総則 

（工事共通仕様書の適用） 

本工事は，「徳島県土木工事共通仕様書平成 28 年 7 月」及び「水道工事標準仕様書

【土木工事編】2010」に基づき実施しなければならない。 

ただし，共通仕様書の各章における「適用すべき諸基準」で示された示方書，指針，便 

覧等は改定された最新のものとする。なお，工事途中で改定された場合はこの限りでない。 

第 1章 土木工事共通仕様書に関する事項 

（土木工事共通仕様書に対する変更仕様事項） 

第 1条 「徳島県土木工事共通仕様書 平成 28 年 7 月」に対する【変更】及び【追加】仕

様事項は，次のとおりとする。 

（共通仕様書の読み替え）【変更】 

  「徳島県土木工事共通仕様書 平成 28 年 7 月」の「第 1 編共通編」において，「7 日

以内」，「5 日以内」，「7 日まで」とあるのは「土曜日，日曜日，祝日等を除き 10 日以

内」と，「翌月 5 日」とあるのは「翌月 10 日」と，それぞれ読み替えるものとする。ま

た，「1-1-1-5 施工計画書」において，「請負対象金額」とあるのは「当初請負対象金額」

に，「1-1-1-14 土木施工管理技術検定制度等の活用」において，「建設機械施工」とある

のは「建設機械施工管理」に，「農業土木」とあるのは「農業土木又は農業農村工学」に，

「1-1-1-15 現場代理人及び主任技術者等 4.低入札技術者」において，「主任技術者又は

監理技術者」とあるのは「主任技術者，監理技術者又は監理技術者補佐」に，「1-1-1-34

工事関係者に対する措置要求」において，「主任技術者（監理技術者）」とあるのは「主任

技術者（監理技術者），監理技術者補佐」に，「1-1-1-35 工事中の安全確保」において，

「土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達，平成 21 年 3 月 31

日）」とあるのは，「土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官，令和 3年 

3 月 25 日）」に，「建設事務次官通達，平成 5 年 1 月 12 日」とあるのは「国土交通

省告示第 496 号」に，「2-1-3-1 県内産資材の原則使用」において，「請負代金額」とあ

るのは「当初請負代金額」と読み替えるものとする。 

「徳島県土木工事共通仕様書 平成 28 年 7 月」において，「約款第 21 条」とあるの

は「約款第 22 条」と，「第 21 条」とあるのは「第 22 条」と，「約款第 22 条第 1 項」

とあるのは「約款第 23 条第 1 項」と，「約款第 23 条」とあるのは「約款第 24 条」

と，「約款第 23 条第 2 項」とあるのは「約款第 24 条第 2 項」と，「約款第 26 条」と

あるのは「約款第 27 条」と，「約款第 28 条」とあるのは「約款第 29 条」と，「約款第 

29 条」とあるのは「約款第 30 条」と，「約款第 29 条第 1 項」とあるのは「約款第 30 



条第 1 項」と，「約款第 29 条第 2 項」とあるのは「約款第 30 条第 2 項」と，「約款

第 31 条」とあるのは「約款第 32 条」と，「約款第 31 条第 2 項」とあるのは「約款第 

32 条第 2 項」と，「約款第 33 条」とあるのは「約款第 34 条」と，「約款第 34 条」と

あるのは「約款第 35 条」と，「約款第 37 条」とあるのは「約款第 38 条」と，「約款第 

37 条第 2 項」とあるのは「約款第 38 条第 2 項」と，「約款第 37 条第 3 項」とある

のは「約款第 38 条第 3 項」と，「約款第 38 条第 1 項」とあるのは「約款第 39 条第 

1 項」と，「約款第 41 条第 2 項」とあるのは「約款第 54 条」と，「第 43 条第 2 項」

とあるのは「第 44 条第 3 項」とそれぞれ読み替えるものとする。 

（施工計画書）【変更】 

1-1-1-5 施工計画書 

1.一般事項 

受注者は，当初請負対象金額が 5,000 万円以上の工事，低入札価格調査制度の低入札

価格調査基準価格を下まわって落札した工事（以下「低入札工事」という。）及び仕様書

に明記のある工事においては，工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や

工法等についての施工計画書を監督員に提出しなければならない。なお，低入札工事にお

いて，施工計画書の内容についての重点的なヒアリングを発注者から求められた場合に

は，応じなければならない。受注者は，施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければ

ならない。受注者は，施工計画書に以下の事項について記載しなければならない。また，

監督員がその他の項目について補足を求めた場合には，追記するものとする。ただし，維

持工事等簡易な工事においては，監督員の承諾を得て記載内容の一部を省略することが

できる。 

（1）計画工程表 

（2）施工方法（主要機械，仮設備計画，工事用地等を含む。） 

（3）施工管理計画 

（4）安全管理 

（5）緊急時の体制及び対応 

（6）交通管理 

（7）環境対策 

（8）現場作業環境の整備 

（9）その他 

（当初未確定な部分の施工計画書）【追加】 

1-1-1-5 施工計画書 

4.当初未確定な部分の施工計画書 

受注者は，工事着手日（設計図書に定めのある場合を除き，特別の事情がない限り，工

事開始日以降３０日以内）までに未確定な部分（施工方法等の詳細が定まっていない場合

等）の施工計画書は作成せず，詳細が確定した段階で，当該部分の施工計画書を作成し，



監督員に提出することができるものとする。 

（工事実績データの登録）【変更】 

1-1-1-6 工事実績データの登録 

    受注者は，請負代金額が 500 万円以上の工事については受注・変更・しゅん工・訂

正時に，工事実績情報サービス（コリンズ）に基づき，工事実績情報として「登録のた

めの確認のお願い」を作成し監督員の確認を受けた上，受注時は契約後，土曜日，日曜

日，祝日等を除き 10 日以内に，登録内容の変更時は変更があった日から土曜日，日曜

日，祝日等を除き 10 日以内に，しゅん工時は工事しゅん工承認後，土曜日，日曜日，

祝日等を除き 10 日以内に，訂正時は適宜登録機関に登録をしなければならない。 

    なお，変更登録は，工期，技術者に変更が生じた場合に行うものとし，請負代金額の

みの変更の場合は，原則として登録を必要としない。 

また，登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には，速やかに監督員

に提示しなければならない。 

なお，変更時としゅん工時の間が 10 日間に満たない場合は，変更時の提示を省略

できる。 

（現場代理人及び主任技術者等）【変更】【追加】 

1-1-1-15 現場代理人及び主任技術者等 

3.名札の着用 

受注者は，当該工事の現場代理人，主任技術者，監理技術者及び監理技術者補佐に，氏

名，会社名，工事名及び顔写真の入った名札を着用させなければならない。（監理技術者

補佐は，建設業法第 26 条第 3 項ただし書に規定する者をいう。） 

5.監理技術者補佐 

受注者は，監理技術者を複数の工事現場で兼務させる場合は，主任技術者，監理技術者

及び低入札技術者とは別に，監理技術者補佐を専任させなければならない。なお，監理技

術者補佐は，受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で，当該工事に関し建設業法

第 7 条第 2 号イ，ロ又はハに該当する者のうち一級の技術検定の第一次検定に合格し

た者又は建設業法第 15 条第 2 号イ，ロ又はハに該当する者でなければならない。 

また，監理技術者補佐については，「監理技術者補佐選任通知書」を，落札候補者とな

った時点で契約事務担当者へ，工事途中に監理技術者補佐を設置して当該監理技術者を

他工事と兼務させる場合，その変更する日から土曜日，日曜日，祝日等を除き 10 日以内

に監督員へ提出し，確認を受けなければならない。また，選任通知書には技術者取得資格

証明書又は実務経験証明書を添付するとともに，雇用関係が確認できるもの（健康保険証

等）を提示しなければならない。内容を変更しようとする場合は，第 1 項（1）を準用す

るものとする。 

6.技術者等の配置 

受注者は，一般競争入札及び条件付一般競争入札（総合評価落札方式）対象工事におい



て，入札前に入札参加資格確認資料として提出した配置予定技術者を，当該工事の技術者

として配置しなければならない。 

また，現場代理人，主任技術者，監理技術者，監理技術者補佐及び低入札技術者は，死

亡，傷病又は退職等真にやむを得ない場合等を除いて変更することはできない。ただし，

やむを得ず変更する場合には，当該入札参加条件に適合した者を選任し，再度審査を受け

た後，配置しなければならない。 

7.「現場代理人及び主任技術者等設置マニュアル」の適用 

受注者は，上記 1～6 のほか，現場代理人及び主任技術者等に関する取扱い（通知方

法，雇用関係，現場代理人の常駐，主任技術者等の専任，他工事との兼務，途中交代等）

は，「現場代理人及び主任技術者等設置マニュアル」によらなければならない。  

（工事の一時中止）【追加】 

1-1-1-18 工事の一時中止 

4.「徳島県土木工事の一時中止に係るガイドライン（案）」の適用 

発注者及び受注者は，上記 1～3 のほか，工事の全部又は一部の施工について一時中

止する場合は，「徳島県土木工事の一時中止に係るガイドライン（案）」によるものとする。 

（設計図書の変更）【変更】 

1-1-1-19 設計図書の変更 

設計図書の変更とは，入札に際して発注者が示した設計図書を，発注者が指示した内容

及び設計変更の対象となることを認めた協議内容に基づき，発注者が修正することをい

う。 

なお，発注者又は監督員と受注者は，設計図書の変更に係る業務の円滑化を図るため，

「徳島県土木工事における設計変更ガイドライン（案）」に基づき，対等の立場で合議し，

信義に従って誠実に契約を履行するものとする。 

（トラック（クレーン装置付）における上空施設への接触事故防止装置の使用）【変更】 

1-1-1-35 工事中の安全確保 

7.トラック（クレーン装置付）における上空施設への接触事故防止装置の使用 

受注者は，トラック（クレーン装置付）を使用する場合は，上空施設への接触事故防止

装置（ブームの格納忘れを防止（警報）する装置又はブームの高さを制限する装置）付き

の車両を原則使用しなければならない。ただし，監督員との協議により，上空施設への接

触事故防止装置付きのトラック（クレーン装置付）を使用できないことが認められた場合

は，この限りでない。 

（建設副産物）【変更】【追加】 

1-1-1-23 建設副産物 

4.再生資源利用計画 

受注者は，資源の有効な利用の促進に関する法律（以下「資源有効利用促進法」という。）

に基づく建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき



事項を定める省令（H3.10.25 建設省令第 19 号）第 8 条で規定される工事，又は建設

工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）施行令第 2 条で規定さ

れる工事（以下「一定規模以上の工事」という。）において，コンクリート（二次製品を

含む。），土砂，砕石，加熱アスファルト混合物又は木材を工事現場に搬入する場合には，

（一財）日本建設情報総合センターの建設副産物情報交換システム（以下「ＣＯＢＲＩＳ」

という。）により再生資源利用計画書を作成し，監督員の確認を受けなければならない。 

5.再生資源利用促進計画 

受注者は，資源有効利用促進法に基づく建設業に属する事業を行う者の指定副産物に

係る再生資源の利用の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（H3.10.25 

建設省令第 20 号）第 7 条で規定される工事，又は一定規模以上の工事において，建設

発生土，コンクリート塊，アスファルト・コンクリート塊，建設発生木材，建設汚泥又は

建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には，ＣＯＢＲＩＳにより再生資源利用促

進計画書を作成し，監督員の確認を受けなければならない。 

6.実施書の提出 

受注者は，再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を作成した場合には，工事

完了後速やかにＣＯＢＲＩＳにより再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を

作成し，監督員に提出しなければならない。 

7.ＣＯＢＲＩＳの入力方法 

受注者は，ＣＯＢＲＩＳの入力において，資材の供給元及び搬出する副産物の搬出先に

ついて，その施設名，施設の種類及び住所を必ず入力しなければならない。ただし，バー

ジン材を使用する生コンクリート及び購入土を除くものとする。 

8.舗装版切断に伴い発生する排水の処理等 

受注者は，舗装版の切断作業を行う場合，切断機械から発生する排水は，排水吸引機能

を有する切断機等により回収し，回収した排水については，廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律に基づき，適正に処理しなければならない。 

9.建設リサイクル法通知済証の掲示 

受注者は，一定規模以上の工事においては，工事現場の公衆の見やすい場所に工事着手

日までに「建設リサイクル法通知済証」を掲示し，工事しゅん工検査が終了するまで存置

しておかなければならない。また，「建設リサイクル法通知済証」掲示後の全景の写真は，

電子納品の対象書類とし，「徳島県電子納品運用ガイドライン【土木工事編】」に基づき提

出することとする。なお，「建設リサイクル法通知済証」は契約締結後から工事着手日ま

での期間に発注者から支給することとする。 

（工場の選定）【変更】 

1-3-3-2 工場の選定 

1.一般事項 

受注者は，レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選定は以下による。 



（1）JIS マーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一部を改正する法律に

基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品に JIS マーク表

示する認証を受けた製品を製造している工場）で，かつ，コンクリートの製造，施工，

試験，検査及び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任

技士等）が常駐しており，配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国生コ

ンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格した工場

（以下，「マル適マーク使用承認工場」という。）等）から選定しなければならない。受

注者は，選定した工場がマル適マーク使用承認工場である場合，品質管理監査合格証の

写しを使用前に監督員に提出しなければならない。 

（現場打ちの鉄筋コンクリート構造物におけるスランプ値の設定等） 

第２条 現場打ちの鉄筋コンクリート構造物の施工にあたっては，「流動性を高めた現場打

ちコンクリートの活用に関するガイドライン（平成２９年３月）」を基本とし，構造物の

種類，部材の種類と大きさ，鋼材の配筋条件，コンクリートの運搬，打込み，締固め等の

作業条件を適切に考慮し，スランプ値を設定するものとする。ただし，一般的な鉄筋コン

クリート構造物においては，スランプ値は１２ｃｍとすることを標準とする。 

２ 受注者は，設計図書のスランプ値の変更に際して，コンクリート標準示方書（施工編）

の「最小スランプの目安」等に基づき協議資料を作成し，監督員へ提出し協議するものと

する。なお，品質確認方法については，監督員と協議するものとする。 

（鉄筋コンクリートの適用すべき諸基準） 

第３条 徳島県土木工事共通仕様書の「第１編共通編第３章無筋・鉄筋コンクリート第２節

適用すべき諸基準１.適用規定」に定める基準類に「機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイ

ドライン」を加えることとする。 

第 2章 本工事に関する事項 

（暴力団等による不当介入の排除）

第１条  暴力団等からの不当要求又は工事妨害（以下「不当介入」という。）の排除につ

いて請負者は、受注工事に関し、暴力団等から不当介入を受けた場合（2 項に規定する

場合は、下請負人から報告があったとき）には、その旨を直ちに発注者に報告するとと

もに、併せて所轄の警察署に届け出ること。

 ２ 請負者は、受注工事の一部について、他の建設業者に下請負させた場合においては、

当該下請負工事の施工に関し、下請負人が暴力団等から不当介入を受けたときは、請負

者にその旨を報告することを義務付けること。

 ３ 請負者は、発注者及び所轄の警察署と協力して不当介入の排除対策を講じること。

 ４ 請負者は、排除対策を講じたにもかかわらず、工期に遅れが生じるおそれがある場合

には、発注者と工程に関する協議を行うこと。

 ５ 請負者は、発注者と工程に関する協議を行った結果、工期内に工事が完成しないと認



められた場合は、鳴門市工事標準請負約款（以下「約款」という。）第 18 条の規定に

より、発注者に工期の延長の請求を行うこと。

 ６ 請負者は、暴力団等から不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに報告し、

被害届を速やかに所轄の警察署に提出すること。請負者は、当該被害により、工期に遅

れが生じるおそれがある場合は、発注者と工程に関する協議を行うこと。その結果、工

期に遅れが生じると認められた場合は、請負者は、約款第 18 条の規定により、発注者

に工期延長の請求を行うこと。

（施工管理基準） 

第２条 請負者は、鳴門市企業局発行の、配水管布設（替）工事・舗装復旧工事施工管理基

準に基づいた、施工管理を行うものとする。 

なお、配水管配管工の、管布設工占用位置(官民境界からの距離)については、原則、 

  設計図書に示された位置より、±50 ㎜の位置に、設置しなければならない。 

（設計図書の照査）

第３条 請負者は、約款第 16 条の規定による、設計図書の照査を行い、その結果について、

工事打合簿にて、監督員へ通知しなければならない。

 ２ 請負者は、工事に先立ち、施工区域全般にわたる地下埋設物の調査を行い、監督員へ

報告すること。

（工事施工計画承認申請書の提出） 

第４条 工事施工承計画認申請書の提出について 

   請負者は、「工事施工計画承認申請書」を、契約後，土曜日，日曜日，祝日等を除き 

10 日以内に監督員へ提出し確認を受けなければならない。また，本工事において変更 

契約を行なった場合は、「工事施工計画（変更）承認申請書」を、変更契約日から土曜 

日，日曜日，祝日等を除き 10 日以内に監督員に提出し確認を受けなければならない。 

（実施工程表の提出） 

第５条 請負者は、全工事期間における詳細の工程（検査・立会・断水予定等を含む）につ 

いて、「実施工程表」を作成し、監督員へ提出し確認を受けなければならない。

２ 前項に変更が生じた場合、請負者は、「実施工程（変更）」を作成し、変更部分の工事 

に着手する前に、監督員に提出し確認を受けなければならない。尚、監督員との協議に 

於いて必要としない場合または、軽微な変更の場合は、その限りでない。 

（工期の厳守）

第６条 請負者は、鳴門市工事請負契約約款第３７条第１項及び第３９条第１項の規約に

基づき工期の厳守に努めなければならない。尚、工期内に竣工書類の提出を含めたすべ

ての工事を完了しなければならない。

 ２ 本工事は、新庁舎周辺整備に関する配水管布設替工事であるため、工期厳守のこと。

（工期の延伸）

第７条 請負者は、工事中予期せぬ事象により、工期内の完成が不可能と判断された場合監



督員へ報告し、正当な理由の書かれた工事完成延期願を提出し、承認を得られた場合の

み、工期の延伸を行うものとする。

（近隣への工事周知・安全確保） 

第８条 請負者は、周辺の関係各所への工事案内および連絡調整を密におこない本工事区 

間において、近隣住民の通行等が安全におこなえるよう十分な対策を講じること。 

（工事の着手）

第９条 本工事は、道路区域内及び市有地内での工事であるため、工事着手は道路管理者及

び施設管理者の許可及び指示による。 

（関連他工事との連絡調整） 

第１０条 本工事は他の関連工事との密接な連絡調整が必要となるため、請負者は、他の関 

連工事と工程・施工方法等を調整し、円滑かつ安全に工事施工を行うこと。 

（周辺構造物の確認）

第１１条 請負者は、作業箇所周辺の家屋及び構造物等について、着工前の現況を写真等に

より記録し、整理して保存しておかなければならない。 

（現場代理人及び主任技術者等）

第１２条 請負者は、「現場代理人及び主任技術者等選任通知書」（以下、「選任通知書」と

いう。）を、主任技術者等の専任配置が必要な工事については入札後契約前に契約事務

  担当者へ，その他の工事については契約後 7 日以内に監督員へ提出し確認を受けなけ

  ればならない。ただし、共同企業体の場合は、代表構成員は現場代理人及び主任技術者

  又は監理技術者を選任することとし、その他構成員は主任技術者を選任することとす

る。また，この選任通知書の内容が変更になった場合は、変更日から 5 日以内に監督員

に変更した選任通知書を提出し確認を受けなければならない。

 ２ 請負者は，第 1 項の選任通知書に現場代理人及び主任技術者又は監理技術者と請負

者（共同企業体の場合は各構成員）との直接的，恒常的な雇用関係が確認できるもの（健

康保険証の写し等）を添付しなければならない。ただし、監理技術者資格者証で確認で

きる場合はこの限りでない。なお、現場代理人及び主任技術者又は監理技術者は入札日

（随意契約は見積書提出日）以前に請負者と 3 ヶ月以上の雇用関係があることが必要

である。

３ 請負者は、現場代理人及び主任技術者又は監理技術者の選任において、営業所に置

く専任技術者との兼任はできない。ただし、専任を要しない主任技術者については、

当該営業所が鳴門市内にある場合、営業所に置く専任技術者と兼任することができ

る。

４ 請負者は，主任技術者又は監理技術者の選任において、請負金額が3,500万円以上 

の工事については，専任させなければならない。

５ 請負者は，請負対象金額が4,500万円未満となるときは，主任技術者又は監理技術 

者を定めるに当たり，次の者を選定しなければならない。 



（１）建設業法による技術検定（以下「技術検定」という。）のうち検定種目を一級 

   若しくは二級の土木施工管理とするものに合格した者。 

（２）10年以上の実務経験もしくは、指定学科を①高等学校卒業後5年以上、②高等 

専門学校卒業後3年以上③大学卒業後3年以上の実務経験を持つ者。 

６ 請負者は，請負対象金額が4,500万円以上9,000万円未満となるときは，主任技術 

者又は監理技術者を定めるに当たり，次の者を選定しなければならない。 

（１）建設業法による技術検定（以下「技術検定」という。）のうち検定種目を一級 

   若しくは二級の土木施工管理とするものに合格した者。 

（２）技術士法（昭和32年法律第124号）による第二次試験のうち技術部門を上下水 

道部門，衛生工学部門又は総合技術監理部門（選択科目を上下水道部門，衛生 

工学部門に関するものに限る。）とするものに合格した者。 

７ 請負者は，請負対象金額が9,000万円以上となるときは，主任技術者又は監理技術 

 者を定めるに当たり，次の者を選定しなければならない。 

（１）技術検定のうち検定種目を一級の土木施工管理とするものに合格した者。 

（２）前項第２号に掲げる者。 

（下請負人の優先選定） 

第１３条 請負者は，本工事の一部を下請けに付する場合には，鳴門市内に主たる営業所を

有する者の中から優先して選定するよう努めなければならない。 

（ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管の継手及び接合施工技術者選任について） 

第１４条 請負者は、本工事においてﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管を布設する場合、ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管の継手及

び接合において、ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管の継手及び接合施工技術者を選任し、ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管の継

手及び接合施工技術者選任通知書を提出しなければならない。 

（給水装置工事について） 

第１５条 請負者は、本工事に於いて、給水装置工事が付されている場合に於いて、水道法

規程に基づき、「給水装置工事主任者」を選任し、「作業主任者選任通知書」を作成し、

監督員に提出し、現場作業での管理・監督をおこなわせなければならない。

２ 本工事に於いて、給水装置の新設、改造等を伴う場合、鳴門市指定給水装置工事事業

者に登録されている者によらなければならない。 

３ 請負者は、工事に関係する給水装置の切替方法等を、聞き取り等により事前に調査・

把握し、設計図書との相違がある場合は、監督員に報告及び協議すること。 

（給水管の切替） 

第１６条 請負者は、給水管の切替において、鉛管及びポリエチレン一層管である場合は二

次側も含めて全て取替えるものとし、ポリエチレン二層管の場合は公道内で接続する

こととする。ただし、監督員の指示があった場合はこの限りではない。 

２ 請負者は、給水管の切替において、内線止水栓に副栓が無い場合はこれを副栓付止水栓

に交換することとする。ただし、監督員の指示があった場合はこの限りではない。 



３ 請負者は、給水管切替完了時に、給水管切替明細書を作成し、提出するものとする。

（再生利用のための建設副産物の搬出） 

第１７条 本工事の施工により次の各号の産業廃棄物が発生した場合、再生のため次に掲

げる場所へ搬出することを予定している。 

  なお、請負者は事前に受入場所と受入条件等の協議を行い、当該処分場で適切な処理

が可能であるか確認すること。 

２ 受入先との協議の結果、他の受入場所へ搬出する必要がある場合は、監督員と協議す

ることとする。 

一 コンクリート塊 

   受入場所：（鳴門市瀬戸町明神字中山 38-1） 

二 アスファルトコンクリート塊 

   受入場所：（鳴門市瀬戸町明神字馬越 26-1） 

三 建設汚泥（舗装切断に伴い発生） 

   受入場所：（徳島市国府町早渕段ノ原 896-4） 

四 廃プラ(塩化ビニール管) 
   受入場所：（阿南市橘町南新田 10-29）
３ 自己処理を希望する場合は、監督員と協議すること。 

４ 請負者は、工事で発生する産業廃棄物を保管する場合、または自ら運搬する場合等に

おいては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を遵守しなければならない。 

（産業廃棄物搬出調書及び、産業廃棄物管理票等の提出） 

第１８条 請負者は、本工事において産業廃棄物を搬出した場合、産業廃棄物搬出調書を作

成し、提出すること。 

２ 産業廃棄物管理票（マニフェスト）の提出は、D票の写し若しくは E票の写し（電子

マニフェストの場合は受渡確認票）とする。 

３ 請負者は、産業廃棄物の撤去状況、運搬積込、処理場の状況が分かる写真を撮影し、

監督員に提出すること。 

（建設発生土の利用） 

第１９条 本工事の施工により発生する土砂が良質の場合は、埋戻しに使用すること。 

  ただし、使用にあたっては土質試験を行い、発生土の土質区分が第４種建設発生土以上 

を満たすことを確認すること。なお、発生土の土質区分は原則として、コーン指数と土 

質材料の工学的分類体系を指標とする。 

２ 埋戻し用土砂として建設発生土を一時仮置きする場合は、仮置きする場所を示した

書類を監督員に提出すること。 

（建設発生土の搬出） 

第２０条 本工事の建設発生土については，次に掲げる箇所に搬出を予定している。搬出先



を変更する場合、および受入側との協議等で搬出が困難な場合は，監督員と協議するこ 

ととする。 

場所：鳴門市撫養町木津イヤケ谷 1449 番 6ほか 10 筆 

２ 請負者は、建設発生土について発注者から他工事への流用、及び搬出先の変更を指示

された場合はこれに従うこととする。 

３ 建設発生残土に混入した不純物等は、請負者の責任において除去することとする。ま 

た、これにかかる費用については監督員とあらかじめ協議を行うこととする。 

４ 請負者は、土砂の搬出を行う場合、事前に徳島県生活環境保全条例等に基づく土壌基 

準に適合していることを確認しなければならない。土壌基準の検査結果を証明する書 

面は、環境計量士が発行したものに限る。土壌基準に適合していない場合は、監督員と 

協議することとする。 

５ 搬出においては、搬出先の確認できる資料および、施工前、施工中、完了後の状況が 

分かる写真を撮影し、監督員に提出すること。 

６ 請負者は、本工事において建設発生残土を搬出した場合、建設発生土搬出調書を作成 

し、提出すること。 

（現場発生品の取扱） 

第２１条 工事現場内での発生品については、自己処分とする。 

（交通誘導員）

第２２条 交通誘導員 A とは，警備業法（昭和４７年法律第１１７号 一部改正平成１７

年法律第８７号）第４条による認定を受けた警備業者の警備員で、交通誘導業務に従事

する交通誘導警備業務に係る一級検定合格警備員又は二級検定合格警備員である。

交通誘導員 B とは，警備業法（昭和４７年法律第１１７号 一部改正平成１７年法律

第８７号）第４条による認定を受けた警備業者の警備員で、交通誘導員 A 以外の交通

の誘導に従事するものである。

２ 請負者は、「交通誘導員勤務実績調査表」を作成し、勤務実績が確認できる資料（勤

務伝票の写し等）とともに、一月毎に監督員に１部提出しなければならない。

（現場事務所の設置）

第２３条 共通仮設費に含まれる、現場事務所の設置については、請負金額が 2,000 万円以

上の工事の場合必須とし、監督員との協議等に利用できるものとする。

（仕切弁の操作） 

第２４条 請負者は、仕切弁の操作を行うこととする。又、監督員から指示があった場合は

その補助を行うこととする。この指示については口頭で行えるものとする。 

２ 仕切弁の操作にあたっては、あらかじめ仕切弁の位置、口径、種類、回転方向、回転 

数、設置年度、状態を確認し、仕切弁の損傷が無いよう細心の注意を払って操作しなけ 

ればならない。 

３ 断水を伴う場合について、請負者は断水計画を確認し、事前に断水対象者に連絡、交 



渉を行うこととする。 

４ 通水を行う場合については十分に洗管を行い、濁り、不純物の混入が無いことを確認 

し、監督員に報告した後に行うこととする。 

（新設管の洗管） 

第２５条 請負者は、新設管の洗管を行う場合、管内清掃用具を使用して行うこととする。

これについて、困難な場合は監督員と事前に協議することとする。 

（既設管の撤去について） 

第２６条 請負者は、施工区間の既設管を撤去することとする。 

（仮設配管）

第２７条 仮設配管については参考資料、参考図に示す構造と同等以上の性能を有するも

のとする。仮設配管材については適切に衛生管理された材料を使用することとする。

（不要資材） 

第２８条 本工事において、資材購入後に設計変更等が発生し、不要になった資材について

は請負者の負担とする。但し、監督員が認めるものについてはこの限りではない。 

（社会保険等の加入） 

第２９条 請負者は、当初請負金額が 500 万円以上の工事の現場入場者の受け入れに際し

て、全ての作業員の社会保険等（雇用保険、医療保険及び年金保険等）の加入状況を確 

認し、所属する事業所の形態に応じた適切な保険への加入が確認できない未加入の作 

業員については、特段の理由がない限り現場入場を認めてはならない。 

尚、建設業以外の業者（警備業者、運搬業者等）については、これに該当しないものと 

する。 

２ 特段の理由により未加入の作業員を現場入場させなければならない場合、請負者は 

事前にその理由を記載した書類を提出し、発注者の承認を得なければならない。 

  尚、特段の理由とは、工事の円滑な施工に著しい支障が生じる懸念がある場合を除き、 

次のような場合とする。 

 一 当該作業員が現場入場時点で 60 歳以上であり、厚生年金保険に未加入の場合（雇用

保険に未加入の場合は、これに該当しない） 

二 例えば伝統建築の修繕など、当該作業員が工事の施工に必要な特殊技能を有してお

り、その入場を認めなければ工事の施工が困難となる場合 

三 当該作業員について社会保険への加入手続き中であるなど、今後確実に加入するこ

とが見込まれる場合 

３ 請負者は、作業員の加入している社会保険の名称及び被保険者番号等を記載した作 

業員名簿等を提出すること。また、請負者は作業員名簿等に記載された加入状況を確認 

するため、それぞれの保険について、次のいずれかの書類を提出すること。 

 一 雇用保険 



    「雇用保険被保険者証」、「労働保険概算・確定保険料申告書」、「領収済通知書」等

の写し 

二 医療保険・年金保険 

    「健康保険証」、「標準報酬決定通知書」、「領収証書」等の写し 

（提出書類の整理・様式） 

第３０条 提出書類については、工事提出書類一覧表の該当項目について、適宜書類を作成

し、監督員へ提出するものとする。 

 提出書類の様式は、原則、様式集によるものとし、他の様式を使用する場合等は、監督

員の承諾を得て、使用できるものとする。 

（電子データの提出） 

第３１条 工事写真、出来形図、及び再生資源利用（促進）計画書及び実施書については、

電子データを提出することとする。 

２ 工事写真の電子データについては、JPEG 形式とし、完成図書に合わせて工種ごと、 

又は路線ごとにフォルダ分けしたものとする。 

３ 出来形図の電子データについては、BFO形式、SFC 形式、又は P21 形式とする。 

４ ２項及び３項について困難な場合は監督員と協議することとする。 

（完成図書の提出） 

第３２条 本工事において、完成図書は工事竣工日 1週間前までに提出とする。 


